
 

 

 

入 札 公 告 

 

  次のとおり一般競争入札に付します。 

 平成２７年９月４日 

 

                  経理責任者 

                  独立行政法人地域医療機能推進機構 相模野病院 

                               院長 大井田 正人 

         

１．業務概要 

（１）業 務 名  

   独立行政法人地域医療機能推進機構相模野病院立体駐車場新築整備工事 基本・実

施設計、工事監理業務委託 

（２）業務内容  

    立体駐車場（Ｓ構造２階建て３層延べ床面積約 4,000 ㎡）の新築の基本・実施設

計、工事監理業務 

その他入札説明書、基本設計業務委託仕様書、実施設計業務委託仕様書、工事監

理業務委託仕様書による。 

（３）履行期間 契約締結の翌日から平成２８年７月３１日（予定） 

（４）納入場所 

   独立行政法人地域医療機能推進機構 相模野病院 

 

２．競争参加資格 

  （１） 平成１７年以降（次の①、②に関しては設計業務が完了したものに限る。）にお   

いて、次の実績を有する者を配置すること。 

① 設計業務の管理技術者（以下「管理技術者（設計）」という。）として配置する

者は次の実績を有すること。なお、工事監理業務の管理技術者（以下「管理技術

者（監理）」という。）については実績を求めない。両者は同一の者であっても

よい。 

 

新築、増築で延床面積 1,300 ㎡以上の病院又は診療所の建物の実施設計について

管理技術者又は主任担当技術者として担当した実績を１件以上有する者。 

 

②設計業務の主任担当技術者（建築意匠）（以下「主任担当技術者」という。）と

して配置する者は次の実績を有すること。 

 

    病院又は診療所の新築、増築で建物の実施設計について管理技術者、主任担当技

術者又は担当技術者として担当した実績を１件以上有する者。 

 



 

（２）特別な理由がある場合を除き、契約を締結する能力を有しない者、破産者で復権

を得ない者及び暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第３２条第１項各

号に掲げる者に該当しないこと。 

        なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、契約締結のために必要な同意

を得ている者は、特別の理由がある場合に該当する。 

（３）次の各号のいずれかに該当すると認められる者で、その事実があった後一定期間

経過していない者に該当しないこと。これを代理人、支配人その他の使用人として

使用する者についても同様とする。 

  なお、期間等については独立行政法人地域医療機能推進機構の理事長から発出し

た契約指名停止等措置要領（以下「指名停止措置要領」という。）に基づく指名停

止期間等を適用する。 

      一 契約の履行に当たり、故意に設計、工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の

品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 

二 公正な競争の執行を妨げた者、又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を

得るための連合をした者 

三 交渉権者が契約を結ぶこと又は契約者が履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員及び経理責任者が委託した者の職務の執行を

妨げた者 

五 正当な理由なく契約を締結しなかった者 

六 契約により、契約後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を故

意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

七 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

八 前各号に類する行為を行った者 

 （４）（３）に該当する者を入札代理人として使用しない者 

 （５）厚生労働省競争参加資格「建築関係コンサルタント」のＡ,Ｂ又は、Ｃ等級に格付

けされ、関東甲信越の競争参加資格を有する者であること。（会社更生法（平成１

４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再

生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てをした者につい

ては、手続開始の決定後、関東甲信越における競争参加資格の再認定を受けている

こと。） 

 （６）会社更生法に基づき、更生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法に

基づき再生手続開始の申立てをした者（（５）の再認定を受けた者を除く。）でな

いこと。 

 （７）競争参加資格申請書の提出期限の日から開札のときまでの期間に独立行政法人地

域医療機能推進機構の理事長又は経理責任者から指名停止を受けていないこと。 

（８）建築士法（昭和２５年５月２４日法律第２０２号）第２３条の規定に基づく一級

建築士事務所の登録を行っていること。 

  （９）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ず 

   るものとして、厚生労働省発注工事等から排除要請があり、当該状態が継続し 

   ている者でないこと。 



（10）独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（以下「契約細則」という。）第

４条第４項の規定に基づき経理責任者が定める資格を有するものであること。 

 （11）独立行政法人地域医療機能推進機構反社会的勢力への対応に関する規程第２

条の各号に該当しないものであること。 

 

３．入札手続等 

（１）担当部署 

〒２５２-０２０６神奈川県相模原市中央区市淵野辺１-２-３０ 

独立行政法人地域医療機能推進機構 相模野病院 経理課契約係 

電話  ０４２-７５８―６１１３ 内線７０８（ダイヤルイン） 

ＦＡＸ ０４２-７５４－９５４３ 

E メール main@sagamino.jcho.go.jp 

 

（２）入札説明書の交付期間、場所 

交付期間：平成２７年９月４日（金）～平成２７年 ９月１８日（金） 

(土日祝日を除く ９時００分～１７時００分) 

交付場所：(１)担当部署に同じ。 

（３）競争参加資格申請書の提出期間並びに提出場所 

提出期間：：平成２７年９月７日（月）～平成２７年 ９月１８日（金） 

(土日祝日を除く ９時００分～１７時００分) 

提出場所：(１)担当部署に同じ。 

提出方法：持参又は郵送（書留郵便に限る。提出期限までに必着のこと。） 

（４）開札の日時及び場所 

平成２７年１０月７日(水)１３時００分 相模野病院 ７階Ｂ会議室（ただし、

郵送による入札の場合は、書留郵便によるものとし、平成２７年１０月６日（火）

１７時００分までに（１）の担当部署に必着すること。）に持参すること。 

（５）入札方法 

     落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の１００分の８に相当

する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切

り捨てた金額）をもって落札価格とするので、入札者は、消費税等に係る課税事業者

であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった金額の１０８分の１００に相当す

る金額を記載した入札書を提出すること。 

  

４．その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨 

日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）入札保証金及び契約保証金 

①入札保証金 免除 

②契約保証金 免除 

（３）入札の無効 

本公告に示した入札参加資格のない者の提出した入札書、入札者に求められる義

務を履行しなかった者の提出した入札書、競争参加資格申請書に虚偽の記載をした



者の提出した入札書及び入札に関する条件に違反した入札書は無効とする。 

（４）手続きにおける交渉の有無 無 

（５）契約書作成の要否 要 

（６）交渉権者及び契約価格の決定方法 

    契約細則第２１条の規定に基づいて作成された予定価格の制限の範囲内で有効な

入札を行った入札者を交渉権者とし、交渉権者が複数の場合は、入札した価格に基づ

く交渉順位を付するものとする。ただし、第一順位の交渉権者（以下「第一交渉権者」

という。）の申込みの価格が契約の内容に適した履行がなされないおそれがあると認

められたとき、又はその者と契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すことと

なるおそれがあって著しく不適当であると認められるときは、次順位の交渉権者を

その契約の第一交渉権者とすることがある。 

     第一交渉権者決定後はその者と直ちに交渉をし、契約価格が決定した場合は、そ

の者を契約の相手方とする。ただし、その交渉が不調となり、又は交渉開始から １

０日以内に契約締結に至らなかった場合は、交渉順位に従い他の交渉権者と交渉を

行う。 

（７）関連情報を入手するための照会窓口 上記３．（１）に同じ。 

（８）詳細は入札説明書による。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



＜参考資料＞ 

独立行政法人地域医療機能推進機構契約事務取扱細則（抜粋） 

 

（一般競争参加者の資格及び等級の格付け） 

第４条 地域医療機構が行う一般競争に参加できる者は、全省庁の統一資格審査により定

める物品の製造・販売等の競争契約の参加資格又は厚生労働省が定める建設工事

及び測量・建設コンサルタント等の競争契約の参加資格を得た者とする。 

２    前項の一般競争参加資格に基づき一般競争を実施する場合において、当該競争に

おいて必要とされる等級を有する者が僅少であるときは、予定価格に対応する等

級に加え次の各号に定めるところより当該資格の等級に格付けされた者を当該競

争に参加させることができる。 

一 建設工事直近の上位及び下位の等級に格付けされた者 

二 測量・建設コンサルタント等直近の上位及び下位の等級に格付けされた者 

三 物品製造等（物品の製造・物品の販売・役務の提供等及び物品の買受け） 物品

の製造、物品の販売及び役務の提供等にあっては、予定価格に対応する等級が

Ａ等級の場合は二級下位の 

「Ｂ、Ｃ」に、Ｂ等級の場合は直近の上位及び下位の「Ａ、Ｃ」又は二級下位の

「Ｃ、Ｄ」に、Ｃ等級の場合は直近の上位及び下位の「Ｂ、Ｄ」に、Ｄ等級の

場合は直近の上位の「Ｃ」に、物品の買受けにあたっては、直近の上位及び下

位の等級に格付けされた者 

３      前２項の規定にかかわらず、審査会において特に参加資格を認めた者については、 

当該競争に参加させることができる。 

４      経理責任者は、一般競争に付そうとする場合において、契約の性質又は目的によ

り、当該競争を適正かつ合理的に行うために特に必要があると認めるときは、第

１項の資格を有する者につき、更に必要な資格要件を定め、その資格を有する者

により当該競争を行わせることができる。 

 

（一般競争参加者の排除） 

第５条  経理責任者は、特別な理由がある場合を除き、次の各号のいずれかに該当する者

を一般競争に参加させることができない。 

一 契約を締結する能力を有しない者 

二 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

三 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第

３２条第１項各号に掲げる者 

 

 

（一般競争参加者の制限） 

第６条  経理責任者は、次の各号のいずれかに該当すると認められる者をその事実があっ

た後一定期間一般競争に参加させないことができる。これを代理人、支配人その

他の使用人として使用する者についても、同様とする。 

一 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他の役務を粗雑に行い、又は物件

の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者 



二 公正な競争の執行を妨げた者又は公正な価格を害し、若しくは不正な利益を得

るための連合をした者 

三 渉権者が契約を結ぶこと又は契約者が履行することを妨げた者 

四 監督又は検査の実施に当たり職員及び経理責任者が委託した者の職務の執行を

妨げた者 

五 正当な理由なく契約を履行しなかった者 

六 契約により、契約の後に代価の額を確定する場合において、当該代価の請求を

故意に虚偽の事実に基づき過大な額で行った者 

七 前各号のいずれかに該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行

に当たり、代理人、支配人その他の使用人として使用した者 

八 前各号に類する行為を行った者 

２    経理責任者は、前項の規定に該当する者を入札代理人として使用する者を一般競争

に参加させないことができる。 

３    第１項の期間その他必要な事項は、別に定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成２７年８月１２日規程第３１号  

独立行政法人地域医療機能推進機構反社会的勢力への対応に関する規程  

（目的）  

第１条 この規程は、独立行政法人地域医療機能推進機構（以下「機構」という。）

における反社会的勢力との一切の関係を排除するための組織体制その他の対応

に関する事項を定めることにより、機構における反社会的勢力による被害を防止

するとともに、機構の社会的責任を果たすことを目的とする。  

（定義）  

第２条 この規程において反社会的勢力とは、次の各号のいずれかに該当する者を

いう。  

一 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第

７７号。以下「暴力団対策法」という。）第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下同じ。）  

二 暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者（暴力団対策

法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）  

三 暴力団準構成員（暴力団員以外の暴力団と関係を有する者であって、暴力団

の威力を背景に暴力的不法行為等を行うおそれがあるもの又は暴力団若しく

は暴力団員に対し資金、武器等の供給を行うなど暴力団の維持若しくは運営に

協力し、若しくは関与するものをいう。以下同じ。）  

四 暴力団関係企業（暴力団員又は暴力団員でなくなった日から５年を経過しな

い者が実質的にその経営に関与している企業、暴力団準構成員若しくは元暴力

団員が経営する企業で暴力団に資金提供を行う等暴力団の維持若しくは運営

に積極的に協力し若しくは関与するもの又は業務の遂行等において積極的に

暴力団を利用し、暴力団の維持若しくは運営に協力している企業をいう。）  

五 総会屋等（総会屋その他企業を対象に不正な利益を求めて暴力的不法行為等

を行うおそれがあり、市民生活の安全に脅威を与える者をいう。）  

六 社会運動等標ぼうゴロ（社会運動若しくは政治活動を仮装し、又は標ぼうし

て、不正な利益を求めて暴力的不法行為等を行うおそれがあり、市民生活の安

全に脅威を与える者をいう。）  

七 特殊知能暴力集団等（暴力団との関係を背景に、その威力を用い、又は暴力

団と資金的な繋がりを有し、構造的な不正の中核となっている集団又は個人を

いう。） 八 前各号に掲げる者と次のいずれかに該当する関係にある者  

イ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営を支配していると認めら

れること  

ロ 前各号に掲げる者が自己の事業又は自社の経営に実質的に関与している

と認められること  

ハ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を

加える目的をもって前各号に掲げる者を利用したと認められること  

ニ 前各号に掲げる者に資金等を提供し、又は便宜を供与するなどの関与を

していると認められること  

ホ その他前各号に掲げる者と役員又は経営に実質的に関与している者が、

社会的に非難されるべき関係にあると認められること  



（反社会的勢力に対する基本方針）  

第３条 機構は、当機構の社会的責任を踏まえ、反社会的勢力と一切の関係を  

持たず、反社会的勢力による不当要求に応じない。  

２ 前項において、反社会的勢力からの不当要求に対し、機構は、民事及び刑  

事の両面から法的対応を行うものとし、当該要求の理由の如何に関わらず、一  

切、応じないものとする。  

３ 機構は、平素から、警察、弁護士等の外部専門機関との緊密な連携関係を  

構築し、国及び地方公共団体が実施する暴力団排除に関する施策に協力するよ  

う努める。  

４ 機構は、前各項に規定する措置を講ずるに当たって、反社会的勢力に対応  

する役職員及び関係者の安全を確保する。  

（対応部署）  

第４条 機構は、本部総務部、各地区事務所統括部及び各病院の事務部又は総務企

画課（以下「対応部署」という。）を反社会的勢力対応部署とし、対応部署は、

反社会的勢力に関する情報を管理・蓄積、体制の整備、研修活動の実施、外部専

門機関との連携等を行い、反社会的勢力との関係を遮断するための取り組みを支

援する。  

 

 

 

（事前確認等）  

第５条 機構は、機構を当事者とする契約を締結する場合、当該契約の相手方が国

及び地方公共団体並びに独立行政法人、地方独立行政法人、独立行政法人等の保

有する情報の公開に関する法律（平成１３年法律第１４０号）別表第１若しくは

第２に規定された法人（以下「国等」という。）である場合を除き、誓約書取り

付け等の方法により相手方が反社会的勢力ではないことを事前に確認する。  

２ 職員は、事前の確認の過程で、当該契約の相手方の属性に疑義があると判断す

る時には、本部においては総務部長、各地区事務所においては統括部長、各病院

においては事務部長又は事務長（以下「総務部長等」という。）に報告する。そ

の場合において、総務部長等が必要と判断する場合には警察等への照会を行う。  

３ 前項の規定による確認により契約の相手方が反社会的勢力であることが判明し

た場合、契約を締結してはならない。  

４ 機構は、機構を当事者とする契約を締結する場合、当該契約の相手方が国等で

ある場合を除き、原則として、契約書等に契約の相手方が当該契約を履行するに

あたり、反社会的勢力と契約の解除を求める条項及び損害賠償を求める条項を設

けるものとする。  

（契約の解除）  

第６条 機構は、機構を当事者とする契約の締結後に契約相手方が反社会的勢力で

あることが判明した場合又は自ら若しくは第三者を利用して次の各号のいずれ

かに該当する行為をした場合には、当該契約を解除することを原則とする。な

お、契約の解除に当たり、総務部長等は、必要に応じて弁護士等の外部専門機

関と十分に協議し、対応を行う。  



一 暴力的な要求行為  

二 法的な責任を超えた不当な要求行為  

三 取引に関して、脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為  

四 風説を流布し、偽計を用い、又は威力を用いて機構の信用を棄損し、又は機

構の業務を妨害する行為  

五 その他全各号に準ずる行為  

（不当要求への対応）  

第７条 反社会的勢力による不当要求への対応に当たっては、役職員等の安全を最

優先し、組織的に対応するものとする。  

２ 反社会的勢力による不当要求を受けた場合、職員は総務部長等に当該不当要求

について直ちに報告しなければならない。  

３ 総務部長等は、前項の報告を受けた場合、本部においては内部統制担当役員、

各地区事務所においては各地区担当理事、各病院においては各病院長に報告す

るとともに、必要に応じて警察へ通報するものとする。  

４ 第２項の報告を受けた統括部長及び事務部長又は事務長は、当該内容を速やか

に総務部長に報告し、総務部長は当該報告について内部統制担当役員に報告し

なければならない。  

５ 第３項及び前項の報告を受けた内部統制担当役員は、事案の重要性に応じ、理

事長及び監事に報告するものとする。  

（雑則）  

第８条 この規程に定めるもののほか、反社会的勢力への対応に関し必要な事項は、

別に定める。  

附 則  

（施行期日）  

この規程は、平成２７年８月１２日から施行する。 

 


